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1.18年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成18年 4月 1日 平 成18年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期       12,288    17.9         347    14.5         384    12.6
17年 9月中間期       10,425     2.7         303   △12.1         341   △11.8

18年 3月期       21,418－          406－          481－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年 9月中間期          206    △7.2          13.81－
17年 9月中間期          222    22.8          14.92－

18年 3月期          302－          18.65－

(注 )1.持分法投資損益 18年 9月中間期 12百万円 17年 9月中間期            7百万円
18年 3月期           14百万円

2.期中平均株式数(連結)18年 9月中間期     14,898,395株 17年 9月中間期     14,907,910株
18年 3月期     14,905,620株

3.会計処理の方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期       17,688       9,068     50.8         603.45
17年 9月中間期       16,850       8,709     51.7         584.29

18年 3月期       17,247       8,982     52.1         601.17
(注 )期末発行済株式数(連結)18年 9月中間期     14,896,502株 17年 9月中間期     14,906,020株

18年 3月期     14,900,588株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
18年 9月中間期          772        △528         △334          757
17年 9月中間期         △173         △649          △47        1,484

18年 3月期          710      △2,408          193         847

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    3 －     1

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－ － － －

2.19年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成18年 4月 1日 平 成19年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       22,540         540         310

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          20円74銭

*業 績 予 想 に つ き ま し て は 、 現 在 時 点 で 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績
は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。 な お 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 添
付 資 料6ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。



1.企業集団等の状況 

当社の企業集団は、当社、子会社 3 社及び関連会社 1 社で構成され、電装品、発電機、モータの製造、販売を事

業としております。 

当グループの事業に係る位置づけは、次のとおりであります。 

電装品、発電機、モータは加工工程、設備等の共通性が高いので、製品別位置づけの記載はできません。 

 

国内顧客向け販売の大部分は当社直販ですが、一部その他の関係会社及びその他の関係会社の

子会社を通じ行っており、海外顧客向け販売の大部分は商社を通じて行なっております。製造は、当

社とその子会社、関連会社が主として加工組立を行い、半導体、電線等の資材部品の一部をその他

の関係会社及びその他の関係会社の子会社から調達しております。 

上記事業区分は、（セグメント情報）「1.事業の種類別セグメント情報」における事業区分と 

同一であります。 

事業の系統図は次のとおりであります。 
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2.経営方針 

 

（１）．経営の基本方針 

当社は、内燃機関とその応用機器用の電装品、発電機、モータの部品製造業であり、顧客と密着して顧客要求を満

たす製品・技術を開発し、受注する事業形態を特徴としております。このため「常に顧客の立場に立ち、顧客に喜ばれ、

信頼される製品をつくる」ことを経営方針とし、この実現により業績の確保、業容の拡大を図り、株主・投資家・従業員な

ど、関係者に合理的かつ長期的な満足を提供することを基本理念としております。 

 

（２）．利益配分に関する基本方針 

当社は引続き、市場の変化・熾烈な競争などに対処し、売上高拡大のため新製品の設備投資・製造工程の合理化投

資に多額の資金を必要とする状況にあります。更に現下の経済状況ではキャッシュ・フローに今まで以上の配慮を行う

必要があります。しかしながら、株主各位への利益還元については従来より長期的な安定配当を行うことを基本方針とし

てきました。 

これを踏まえ、今期の中間配当につきましても、1 株 3 円とさせていただく予定であります。 

 

（３）．中期的な経営戦略と対処すべき課題 

当社は市場・技術動向を見据えた事業ポートフォリオの見直しによる選択と集中を積極的に進め、当社の強みとす

る技術分野においてニッチ市場でのトップを目差しております。そのため経営資源の重点投入、人材の育成による少

数精鋭化、スピーディな意思決定と業務遂行など、生産性を高め強固な経営体質を確立すると共に、財務面ではキャ

ッシュ・フロー並びに ROE・ROA を向上させ、企業価値の一層の向上を目差しております。 

 

今後対処すべき具体策として、次の諸施策を推進しております。 

①提案型営業によるグローバル化と受注・売上の拡大 

a．コア技術の深耕による排ガス規制・省エネ・高機能化への対応（電子燃料噴射装置、耐振・耐水・耐熱に

優れた車輌用モータなど）    

b．海外顧客との共同開発と、国内顧客の海外展開計画への積極的対応 

②人材育成と高効率経営 

a．権限の委譲と若手の積極的登用及び、長年培ってきた当社優位技術の継承・発展 

b．少量・多品種・短納期に対応する新生産管理システムの定着化、JIT 改革の促進 

c．高効率経営による固定費比率の引き下げ・原材料の高騰の中で資材費低減・工程清流化などによるトータ

ル競争力の強化 

③顧客満足度の向上 

a．開発時より顧客要求に応える”源流設計品質”と”コスト”の作り込み 

b．TQC 活動による工程内品質の作り込み 

④環境マネジメントの充実 

a．ゼロエミッションを目標とした、ISO14001 環境マネジメントシステムの推進 
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（４）．親会社等に関する事項 

(株)日立製作所グループは当社の議決権の22.61%を所有しておりますが、事業活動を行う上での承認事項など親会

社からの制約はありません。当社は日立グループの一員として、グループ各社と綿密な協力関係を維持し、主として自

動車機器の事業分野で研究開発・技術交流による協調体制を取ることにより、相互の事業の発展を図っております。 

                                                           （平成18年9月30日現在）  

親会社等 属性 
親会社等の議決

権所有割合(%) 

親 会 社 等 が 発 行 す る 株 券 が

上場されている証券取引所等 

 

㈱日立製作所 

 

上場会社が他の会社の関連会社 

である場合における当該他の会社 

 

 22.61％ 

（2.38％） 

 

東京、大阪、名古屋、福岡 

札幌、ﾆｭｰﾖｰｸ 

   （注）親会社等の議決権所有割合欄の（ ）内は、間接所有割合であります。 
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3.経営成績及び財政状態 

 

(１)．経営成績 

当中間連結会計期間における国内経済は、企業業績の回復による設備投資の増加や雇用情勢の改善が進み、

回復基調を辿りました。しかし一方では、原油・銅など原材料価格高騰の長期化や金利上昇懸念等、事業環境として

は厳しい状況下にあります。このような経済環境の中、当社グループは、新規顧客の開拓、顧客と一体化した新製品

の開発、品質・納期面での信頼性向上活動を積極的に展開し、受注確保を図り、顧客満足度の向上と業績の改善に

努めてまいりました。 

その結果、売上高は、船外機用電装品・小型発電機の米国向けの増加、車載用モータの増加等により 122 億 88

百万円と前中間連結会計(104 億 25 百万円)比 18 億 63 百万円(17.9%)の増収となりました。経常利益は、売上伸張に

よる操業度益、原価低減に注力し、原材料の高騰を吸収し 3 億 84 百万円と前中間連結会計(3 億 41 百万円)比 43

百万円(12.6%)の増益となりました。中間純利益は、法人税等引当額の増加により 2 億 6 百万円と前中間連結会計(2

億 22 百万円)比 16 百万円(△7.2%)の減益になりました。 

 

当連結中間期の部門別営業概況は次の通りであります。 

【電装品部門】 

船外機用は米国市場好調により売上高が大幅に伸張し、電装品全体では71億91百万円と前中間連結会計(71

億 32 百万円)比 59 百万円の増収となりました。 

【発電機部門】 

主力の発動発電機は北米市場の伸張により、発電機全体では18億99百万円と前中間連結会計(16億36百万

円)比2億63百万円(16.1%)の増収となりました。 

【モータ部門】 

四輪車搭載パワーステアリング用モータの増加により、全体では 31 億 98 百万円と前中間連結会計(16 億 57 百

万円)比 15 億 41 百万円(93%)の増収となりました。 

 

(２)．財政状態 

当中間連結会計期間末における総資産は 176 億 88 百万円となり、前中間連結会計期間末比 8 億 39 百万円の増

加となりました。主な変動としては、売掛債権 7 億 17 百万円、たな卸資産 3 億 74 百万円、有形固定資産 2 億 39 百

万円の増加、関係会社預け金((株)日立製作所ﾌﾟｰﾘﾝｸﾞ制度)5 億 91 百万円の減少等が挙げられます。 

一方負債の部は 86 億 20 百万円となり 5 億 55 百万円増加いたしました。これは主に売上伸張に伴う購入部品・材

料の増加による買掛債務 14 億 16 百万円の増加、設備関係未払金 9 億 69 百万円の減少によるものです。 

また純資産は、90 億 68 百万円となり前中間連結会計期間末に比べ 2 億 83 百万円増加となりました。 

ａ キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は 7 億 57 百万円となり、前中間連結会計期間末比 7 億 27

百万円減少となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益3億73百万円、減価償却費5億8百万円を計上

する一方、売上債権の増加による4億39百万円の減少、仕入債務の増加による4億92百万円増加等がありました。

この結果、キャッシュ・フローは7億72百万円となり、前中間連結会計期間末比9億45百万円の増加となりました。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に電装品設備のライン構築投資による支出であります。この結果キャッシ

ュ・フローは5億28百万円となり、前中間連結会計期間末比1億21百万円の減少となりました。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に短期借入金の返済2億87百万円、配当金の支払い44百万円によるも

のであります。この結果、キャッシュ・フローは3億34百万円となり、前中間連結会計期間末比2億87百万円の増加と

なりました。 
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b  キャッシュ・フロー指標のトレンド  

 第105期 

平成１5年3月期

第106期 

平成１6年3月期

第107期 

平成１7年3月期

第108期 

平成１8年3月期 

第10９期 

平成１8年9月期

自己資本比率(％)          58.8          56.5          53.4          52.1          50.8

時価ﾍﾞｰｽの 

自己資本比率(％) 
70.3 77.2 89.3 87.1 74.4

債務償還年数(年)            -            -            -           0.4            -

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ       1,554.5       1,197.1       3,361.0         966.8         670.9

    自己資本比率:自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率: 株式時価総額／総資産 

   債務償還年数:有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト･カバレッジ･レシオ: 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

 2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

 3.営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としておりま

す。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

（３）．通期（平成19年3月期）の見通し 

今後の国内経済は、引き続き回復基調を辿るものと思われますが、原油・銅などの原材料価格高騰の長期化や、

金利上昇懸念等により、先行きに慎重な見方もでてきております。 

当社グループにおきましては、小型発電機の米国市場における在庫調整等により売上の減少が予想されますが、

この影響を最小限に抑えるため、顧客満足度の向上を図るとともに、新製品の開発・原価低減に一層注力し、業績の

維持・向上に邁進してまいります。 

通期の業績につきましては、売上高 225 億 40 百万円、経常利益 5 億 40 百万円、当期純利益 3 億 10 百万円を予

想しております。 

 
（４）事業等のリスク

当社グループの経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスク要因は主要生産品目が電装品、小型

発電機、車両用モータ等の広範囲な産業分野で使用されるため、その需要は装着されている製品が販売されている

国、地域の全般的な経済状態の影響を受けます。 
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4.中間連結財務諸表 

(１)．中間連結貸借対照表 （単位千円）(単位未満四捨五入) 

前中間会計期間末 

(平成 17 年 9 月 30 日)

当中間会計期間末 

(平成 18 年 9 月 30 日)
対前中間期比 

前事業年度末 

(平成 18 年 3 月 31 日)科 目     

金額   構成比  金額  構成比  増減 金額 構成比

(資 産 の部 )  

Ⅰ流動資産  

1.現金及び預金 781,018 645,011 △136,007 846,949

2.関係会社預け金 702,996 112,287 △590,710 －

3.受取手形及び売掛金 4,871,812 5,588,976 717,164 5,149,536

4.たな卸資産 1,770,098 2,143,965 373,867 2,010,684

5.繰延税金資産 286,084 293,733 7,649 266,574

6.その他 64,232 108,248 44,015 97,007

7.貸倒引当金 △7,078 － 7,078 －

流動資産合計 8,469,164 50.3 8,892,220 50.3 423,056 8,370,750 48.5

Ⅱ固定資産  

1.有形固定資産  

(1)建物及び構築物 1,048,459 1,041,781 △6,678 1,067,895

(2)機械装置及び運搬具 2,905,892 3,073,857 167,965 2,903,532

(3)土地 822,918 856,453 33,535 856,453

(4)建設仮勘定 122,054 47,009 △75,045 98,635

(5)その他 479,542 598,312 118,769 568,100

有形固定資産合計 5,378,866 31.9 5,617,412 31.7 238,546 5,494,615 31.9

2.無形固定資産 163,192 1.0 158,386 0.9 △4,806 159,958 0.9

3.投資その他の資産  

(1)投資有価証券 2,591,993 2,754,302 162,309 2,961,656

(2)関連会社出資金 179,475 213,158 33,683 204,254

(3)繰延税金資産 13,087 6,082 △7,005 5,247

(4)その他 58,534 50,677 △7,858 54,324

(5)貸倒引当金 △4,350  △3,750 600 △4,050

投資その他資産の合計 2,838,740 16.8 3,020,469 17.1 181,729 3,221,432 18.7

固定資産合計 8,380,798 49.7 8,796,267 49.7 415,470 8,876,004 51.5

資産合計       16,849,961 100.0 17,688,487 100.0 838,526 17,246,755 100.0

  

(負 債 の部 )  

Ⅰ流動負債  

1.支払手形及び買掛金 4,110,517 5,526,079 1,415,562 5,034,200

2.短期借入金 － － － 286,925

3.未払法人税等 100,085 162,478 62,392 61,421

4.賞与引当金 483,400 520,000 36,600 470,000

5.その他 1,920,202 999,831 △920,371 791,857

流動負債合計 6,614,204 39.3 7,208,387 40.8 594,183 6,644,403 38.5

Ⅱ固定負債  

1.繰延税金負債 643,828 749,492 105,664 805,363

   2.退職給付引当金 686,389 507,914 △178,475 605,600

   3.役員退職慰労引当金 96,179 129,800 33,621 109,126

   4.連結調整勘定 24,413 － △24,413 25,971

   5.負ののれん － 24,421 24,421 －

固定負債合計 1,450,809 8.6 1,411,627 7.9 △39,183 1,546,060 9.0

負 債 合 計 8,065,013 47.9 8,620,014 48.7 555,000 8,190,463 47.5
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（単位千円）(単位未満四捨五入) 
前中間会計期間末 

(平成 17 年 9 月 30 日)

当中間会計期間末 

(平成 18 年 9 月 30 日)
対前中間期比 

前事業年度末 

(平成 18 年 3 月 31 日)科 目     

金額   構成比  金額  構成比  増減 金額 構成比

(少数株主持分)  

   少数株主持分 75,534 0.4 － △75,534 74,621 0.4

  

(資本の部)  

Ⅰ資本金 747,500 4.4 － △747,500 747,500 4.3

Ⅱ資本剰余金 410,950 2.4 － △410,950 410,950 2.4

Ⅲ利益剰余金 6,098,838 36.2 － △6,098,838 6,133,528 35.6

Ⅳその他有価証券評価差額

金 1,447,216 8.6 － △1,447,216 1,669,694 9.7

Ⅴ為替換算調整勘定 14,436 0.1 － △14,436 32,135 0.2

Ⅵ自己株式 △9,527 △0.0 － 9,527 △12,135 △0.1

資 本 合 計 8,709,413 51.7 － △8,709,413 8,981,671 52.1

負債､少数株主持分及び資本合計 16,849,961 100.0 － △16,849,961 17,246,755 100.0

  

(純資産の部)  

Ⅰ株主資本  

 1.資本金 － 747,500 4.2 747,500 －

 2.資本剰余金 － 410,950 2.3 410,950 －

 3.利益剰余金 － 6,270,807 35.5 6,270,807 －

 4.自己株式 － △13,691 △0.1 △13,691 －

株主資本合計 － 7,415,566 41.9 7,415,566 －

Ⅱ評価･換算差額等  

 1.その他有価証券評価差額金 － 1,544,517 8.7 1,544,517 －

 2.為替換算調整勘定 － 29,232 0.2 29,232 －

評価･換算差額等合計 － 1,573,749 8.9 1,573,749 －

Ⅲ少数株主持分 － 79,158 0.4 79,158 －

純資産合計 － 9,068,473 51.3 9,068,473 －

負債純資産合計 － 17,688,487 100.0 17,688,487 －
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（2）中間連結損益計算書  (単位：千円)（千円未満四捨五入） 

前中間連結会計期間 

自 平成 17.4.1 

至 平成 17.9.30 

当中間連結会計期間 

自 平成 18.4.1 

至 平成 18.9.30 

 

対前中間期比 

 

前連結会計年度 

自 平成 17.4.1 

至 平成 18.3.31 
科         目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 金額 構成比

売     上      高  10,424,600 100.0 12,287,979 100.0 1,863,379 21,417,536 100.0

売 上 原 価 8,867,503 85.1 10,688,963 87.0 1,821,460 18,640,162 87.0

売 上 総 利 益 1,557,096 14.9 1,599,016 13.0 41,919 2,777,373 13.0

販売費及び一般管理費 1,254,058 12.0 1,252,356 10.2 △1,702 2,371,186 11.1

営 業 利 益 303,039 2.9 346,660 2.8 43,621 406,188 1.9

営  業  外  収  益 40,525 0.4 44,142 0.3 3,617 80,806 0.4

営  業  外  費  用 2,295 0.0 6,920 0.0 4,625 5,675 0.0

経 常 利 益 341,269 3.3 383,881 3.1 42,613 481,319 2.3

特  別  利 益 

貸 倒 引 当 金 戻 入 差 益 

－

－

－

－

－ 

－ 

6,700 

6,700 

0.0

特  別  損  失 

固 定 資 産 除 却 損 

10,095

10,095

0.1 10,594

10,594

0.1  

499 

26,755 

26,755 

0.1

税金等調整前中間(当期)純利益 331,174 3.2 373,288 3.0 42,114 461,264 2.2

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

49,593

51,204

0.5

0.5

162,160

△1,279

1.3

△0.0

112,567 

△52,484 

53,148 

93,309 

0.3

0.4

少 数 株 主 利 益 7,989 0.1 6,600 0.0 △1,389 13,011 0.1

中 間 (当期) 純 利 益 222,388 2.1 205,808 1.7 △16,580 301,796 1.4

   

 

（3）中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書    (単位：千円)（千円未満四捨五入） 

科         目 

前中間連結会計期間 
自 平成 17.4.1 

至 平成 17.9.30 

前連結会計年度 
自 平成 17.4.1 

至 平成 18.3.31 

(資本剰余金の部)  

資 本 剰 余 金 期 首 残 高  

資 本 準 備 金 期 首 残 高 410,950 410,950 410,950 410,950 

資 本 剰 余 金中 間 期 末 ( 期末 ) 残 高 410,950 410,950 

(利益剰余金の部)  

利 益 剰 余 金 期 首 残 高  

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 5,948,515 5,948,515 5,948,515 5,948,515 

利 益 剰 余 金 増 加 高  

   中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 222,388 222,388 301,796 301,796 

利 益 剰 余 金 減 少 高  

配 当 金 44,730 89,448  

役 員 賞 与 27,335 72,065 27,335 116,783 

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高 6,098,838 6,133,528 
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中間連結株主資本等変動計算書 

   当中間連結会計期間 (自平成 18 年 4 月 1 日  至平成 18 年 9 月 30 日)  (単位：千円)（千円未満四捨入） 

  株 主 資 本    

 資 本 金  資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成 18 年 3 月 31 日残高 747,500 410,950 6,133,528 △12,135 7,279,842

中間連結会計期間中の変動額      

 剰余金の配当 ― ― △44,702 ― △44,702

 役員賞与 ― ― △23,826 ― △23,826

 中間純利益 ― ― 205,808 ― 205,808

 自己株式の取得 ― ― ― △1,556 △1,556

 株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額(純額) 
― ― ― ― ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 ― ― 137,280 △1,556 135,724

平成 18 年 9 月 30 日残高 747,500 410,950 6,270,807 △13,691 7,415,566

 
評 価 ・換 算 差 額 等     

その他有価証券

評価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

少数株主持分 純 資 産 合 計

平成 18 年 3 月 31 日残高 1,669,694 32,135 1,701,829 74,621 9,056,292

中間連結会計期間中の変動額      

 剰余金の配当 ― ― ― ― △44,702

 役員賞与 ― ― ― ― △23,826

 中間純利益 ― ― ― ― 205,808

 自己株式の取得 ― ― ― ― △1,556

 株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額(純額) 
    △125,177       △2,903     △128,080         4,537     △123,542

中間連結会計期間中の変動額合計     △125,177       △2,903 △128,080 4,537 12,181

平成 18 年 9 月 30 日残高 1,544,517 29,232 1,573,749 79,158 9,068,473
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（4）中間連結キャッシュ・フロー計算書 (単位：千円)（千円未満四捨五入） 
前中間連結会計期間

自 平成 17.4.1 

至 平成 17.9.30 

当中間連結会計期間 
自 平成 18.4.1 

至 平成 18.9.30 

前連結会計年度 
自 平成 17.4.1 

至 平成 18.3.31 科         目 

金     額 金     額 金     額 

１．営業活動によるキャッシュ・フロー    

税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 331,174 373,288 461,264 

減 価 償 却 費 363,334 508,234 897,214 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △1,550 － △3,179 

負 の の れ ん 償 却 額 － △1,631 － 

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 5,400 50,000 △8,000 

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △61,778 △97,686 △142,566 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 △18,662 20,674 △5,715 

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 528 △300 △6,850 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △22,069 △22,331 △46,859 

支 払 利 息 300 1,151 734 

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 △7,268 △11,807 △14,348 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 － 0 △2 

有 形 固 定 資 産 除 却 損 10,095 10,594 26,755 

売 上 債 権 の 増 減 額 △746,600 △439,440 △1,024,323 

た な 卸 資 産 の 増 減 額 172,382 △133,281 △68,204 

そ の 他 流 動 資 産 の 増 減 額 △8,697 △11,230 △41,461 

仕 入 債 務 の 増 減 額 △23,215 491,879 900,468 

そ の 他 流 動 負 債 の 増 減 額 32,695 109,958 9,067 

役 員 賞 与 の 支 払 額 △27,335 △23,826 △27,335 

少 数 株 主 に負 担 させた役 員 賞 与 の支 払 額 △665 △1,164 △665 

小   計 △1,932 823,080 905,994 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 22,069 22,331 46,859 

利 息 の 支 払 額 △300 △1,151 △734 

法 人 税 等 の 支 払 額 △192,642 △72,103 △242,473 

営業活動によるキャッシュ・フロー    △172,805 772,158   709,646 

２．投資活動によるキャッシュ・フロー    

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △342 △409 △747 

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 － 0 3 

子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 － △60 △2,750 

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △581,800 △500,399 △2,317,436 

有 形 固 定 資 産 の 除 却 に よ る 支 出 △1,868 － △1,868 

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △44,200 △24,576 △65,350 

そ の 他 投 資 の 取 得 に よ る 支 出 △20,902 △2,827 △20,637 

敷 金 の 解 約 に よ る 収 入 － － 360 

敷 金 の 払 込 に よ る 支 出 △136 △238 △136 

貸 付 金 に よ る 支 出 △10 △11 △21 

長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 215 226 436 

投資活動によるキャッシュ・フロー    △649,044 △528,293 △2,408,147 

３．財務活動によるキャッシュ・フロー    

短 期 借 入 金 の 発 生 に よ る 収 入 － － 286,925 

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 － △286,925 － 

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △1,556 △1,556 △4,165 

親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額 △44,556 △44,279 △89,285 

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △812 △757 △812 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △46,925 △333,517 192,663 

４．現金及び現金同等物の増加額(△減少額) △868,773 △89,652 △1,505,838 

５．現金及び現金同等物の期首残高 2,352,788 846,949 2,352,788 

６．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 1,484,014 757,298 846,949 

 



（5）中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 

１． 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

（１）連結子会社数 ３社（国内３社、海外０社） 

              会社名   国産テック(株) エート電機(株) 国産電機部品(株) 

（２）非連結子会社数 ０社 

（３）関連会社数       １社（持分法適用会社１社） 

              会社名   廊坊科森電器有限公司 

 

２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日と、中間連結決算日は一致しております。 

 

３．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券： 

  その他有価証券 

 時価のあるもの … 中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す) 

  時価のないもの … 移動平均法による原価法 

たな卸資産：原材料及び仕掛品は移動平均法による低価法、製品は移動平均法による原価法により評価

しております。 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産: 定率法   平成 10 年 4 月１日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)については定

額法を採用しております。 

無形固定資産：定額法   自社利用ｿﾌﾄｳｪｱについては社内における利用可能期間(5 年)に基づいております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金          

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

賞 与 引 当 金          

従業員の賞与の支給に備え、支給見込額を計上しております。 

退職給付引当金          

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(14 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。また､過去勤務債務の費用についても平均残存勤務期間以内の

一定の年数(14 年)にわたり定額法で費用処理(減額)する方法を採用 

しております｡ 

役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備え、親会社及び子会社のそれぞれの役員退職慰労金規則に基

づく当中間連結会計期間末要支給額を計上しております。 

 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。当中間連結会計期間において外貨建金銭債権債務はありません。なお、在外子会社

等の資産及び負債は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（６）ヘッジ会計の方法 

該当事項はありません。 
 

（７）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は､税抜き方式によっております。 
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４． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 

 

［中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更］ 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成

17 年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適用しております。  

 従来の資本の部の合計に相当する金額は 8,989 百万円であります。  

 なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 

 

［表示方法の変更］ 

（中間連結貸借対照表） 

   前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「負ののれん」と表示しております｡ 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

   前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「負ののれん償却額」と表示しております｡ 

 

[ 注 記 事 項 ] 

（中間連結貸借対照表関係） 
 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

有形固定資産減価償却累計額 12,581,419 千円 11,930,454 千円 12,195,852 千円 

担保差入有形固定資産 78,493 千円 78,493 千円 78,493 千円 

自 己 株 式           53,498(株) 43,980(株) 49,412(株) 

中間連結会計期間末日満期手形 

  当中間連結会計期間の末日は金融期間の休日でしたが､満期日に決済が行われたものとして処理しております｡ 

 

 当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

受 取 手 形 122,138 千円 －千円 －千円 

 

（中間連結損益計算書関係） 

１.販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額       (単位：千円) 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

運送保管料 215,583 219,220 420,118 

従業員給与・賞与 237,504 295,524 588,013 

賞与引当金繰入額 99,472 89,915 87,942 

退職給付引当金繰入額 27,411 27,690 54,974 

役員退職慰労引当金繰入額 20,674 23,238 37,963 

賃借料 122,108 121,873 242,803 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 18 年 9 月 30 日）。 
 1.発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 発行済株式 自己株式 

株式の種類 普通株式 普通株式 

前連結会計年度末株式数 14,950,000株 49,412株 

増加株式数 － 4,086株 

減少株式数 － － 

当中間連結会計期間末株式数 14,950,000株 53,498株 

  （注）自己株式 4,086 株の増加は単元未満株式の買取による増加によるものであります。 

 

 2.配当に関する事項 
①配当金支払額    

決議 株式の種類 
配当金の 

総額 
一株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年6月22日 
定時株主総会 

普通株式 45百万円 3.00円 平成18年3月31日 平成18年6月22日 

 

②基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当当中間連結会計期間後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の

総額 
一株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年10月25日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 45百万円 3.00円 平成18年9月30日 平成18年12月8日

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)に掲記されている科

目の金額との関係。 (単位：千円) 

 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

現金及び預金勘定 645,011  781,018  846,949  

預入れ期間が 3 ｹ月を超える定期預金 －       －  －  

関係会社預け金 112,287        702,996      －     

現金及び現金同等物 757,298  1,484,014  846,949  

 

（リース取引関係） 

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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（有価証券） 

当中間連結会計期間末 （平成 18 年 9 月 30 日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円) 

区 分 取得原価       中間連結貸借対照表計上額 差   額 

(1)株  式 

(2)債  券 

     国債・地方債等 

     社  債 

     その他 

(3)その他 

185 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

2,748 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

2,563 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

合   計 185 2,748 2,563 

２．時価評価のない主な有価証券 (単位：百万円) 

区  分 中間連結貸借対照表計上額 摘   要 

その他有価証券 

      非上場株式 

 

6 
 

 

前中間連結会計期間末 （平成 17 年 9 月 30 日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円) 

区 分 取得原価       中間連結貸借対照表計上額 差   額 

(1)株  式 

(2)債  券 

     国債・地方債等 

     社  債 

     その他 

(3)その他 

184 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

2,586 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

2,402 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

合   計 184 2,586 2,402 

２．時価評価のない主な有価証券 (単位：百万円) 

区  分 中間連結貸借対照表計上額 摘   要 

その他有価証券 

      非上場株式 

 

6 
 

 

前連結会計年度末 （平成 18 年 3 月 31 日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円) 

区 分 取得原価       連結貸借対照表計上額 差   額 

(1)株  式 

(2)債  券 

     国債・地方債等 

     社  債 

     その他 

(3)その他 

184 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

2,956 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

2,771 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

合   計 184 2,956 2,771 

   ２．時価評価のない主な有価証券 (単位：百万円) 

区  分 連結貸借対照表計上額 摘   要 

その他有価証券 

      非上場株式 

 

6 
 

 

（デリバティブ取引関係） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないので、該当事項はありません。              

- 15 - 



（セグメント情報） 

１． 事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4 月 1 日  至 平成 18 年 9 月 30 日） 

  売上高及び営業損益 （単位：百万円） 

 
電装品 発電機 モータ 合  計 

消去又は全

社 
連  結 

7,191

－

1,899

－

3,198

－

 

12,288 

－ 

 

12,288

－

売 上 高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

計 7,191 1,899 3,198 12,288 12,288

営 業 費 用 6,704 1,858 3,164 11,726 215 11,941

営 業 利 益 487 41 34 562 (215) 347

 

前中間連結会計期間（自 平成 17 年 4 月 1 日  至 平成 17 年 9 月 30 日） 

  売上高及び営業損益 （単位：百万円） 

 
電装品 発電機 モータ 合  計 

消去又は全

社 
連  結 

7,132

－

1,636

－

1,657

－

 

10,425 

－ 

 

10,425

－

売 上 高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

計 7,132 1,636 1,657 10,425 10,425

営 業 費 用 6,708 1,606 1,617 9,931 191 10,122

営 業 利 益 424 30 40 494 (191) 303

 

前連結会計年度（自 平成 17 年 4 月 1 日  至 平成 18 年 3 月 31 日） 

  売上高及び営業損益 （単位：百万円） 

 
電装品 発電機 モータ 合  計 

消去又は全

社 
連  結 

13,581

－

3,613

－

4,224

－

 

21,418 

－ 

 

21,418

－

売 上 高 

(1)外部顧客に対する売上高 

(2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

計 13,581 3,613 4,224 21,418 21,418

営 業 費 用 12,998 3,525 4,118 20,641 371 21,012

営 業 利 益 583 88 106 777 (371) 406

注) 1.事業区分は製品の種類、性質を考慮し区分しております。 

2.各事業の主要な製品 

(1)電装品…車輌用、農汎用、船外機用等のマグネト・ＡＣジェネレータ等 

(2)発電機…可搬用、農汎用等各種発電機 

(3)モータ…車輌用、産業機器用、農業機械用等の各種精密小型モータ 

3.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額の主なものは、親会社総務・経

理部門等の管理部門に係る費用であります。 

 

 

２． 所在地別セグメント情報 

本国以外の国又は地域に所在する連結子会社はありませんので、所在地別セグメント情報の開示を省略して

おります。 
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３． 海外売上高 

当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4 月 1 日  至 平成 18 年 9 月 30 日） （単位：百万円） 

 欧  州 北  米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 640 1,928 80 2,648 

Ⅱ 連結売上高 － － － 12,288 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合 
5.2% 15.7% 0.7% 21.6% 

 

前中間連結会計期間（自 平成 17 年 4 月 1 日  至 平成 17 年 9 月 30 日） （単位：百万円） 

 欧  州 北  米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 679 1,841 95 2,615 

Ⅱ 連結売上高 － － － 10,425 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合 
6.5% 17.7% 0.9% 25.1% 

 

前連結会計年度（自 平成 17 年 4 月 1 日  至 平成 18 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 

 欧  州 北  米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 1,203 3,544 198 4,945 

Ⅱ 連結売上高 － － － 21,418 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占め

る割合 
5.6% 16.6% 0.9% 23.1 % 

 

注) 1.国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

2.各区分に属する地域の内訳は次の通りであります。 

(1) 欧  州 … イタリア、スペイン、オーストリア、イギリス、ドイツ、チェコ、スイス 

(2) 北  米 … 米国 

(3) アジア … 中国、韓国、インド、タイ 

3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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